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年の軍転法，2002 年の沖振法第 7 条，2012 年の跡地法という一連の立法過程にそれ
が窺える。
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その 1995 年は SACO (「沖縄に関する特別行動委員会」) による最終報告が行われ，米軍基地の

































































































であったが，振興計画は延長を繰り返すので，通称「第 1 次振計」(1972-81)「第 2 次振計」

















第 3 次振計は 2001 年終了を前に，その水準が一定の結果を得たとの認識が沖縄県側にも






























































間の与野党間交渉が最終的に成案を得るまでに 17 年もの時間を要したのである。また 1995 年
は自民単独政権が崩壊し，社会党首班の「自社さ」連立政権の下であったことも大いに与かっ
ているだろう。「社会党の党首が日本の首相におさまるような劇的変化なしには考えられない」
(琉球新報社説，4/27/1995) ことであった。結局，地主救済策として日本政府は，返還後 3 年間
は賃借料相当を給付金という名称の下で支払う，その支払額の限度は返還を受けた当該返還地
の地主一人に対して年間 1000万円，3年間で総額 3000万円まで，というように地主への「か
なりの配慮」がなされ，「評価するにやぶさかでない」(「土地連 50 年のあゆみ」それぞれ p. 177，




































村正治 (新進党) 議員は軍転法施行から一年にも満たない 1996年 2 月衆院予算委員会におい
て質問に立ち，地主補償を 3年から 6年に引上げるべきとした。(沖縄タイムズ，2/21/1996)
また，これは土地連が給付金の支給期間は軍転法の定める 3 年間では短すぎる，7 年とせ
よと早くから軍転法の「見直し」すなわち法改正を日本政府に働きかけるよう県に対して求め
てきたという背景と重なる。「過去の事例では返還から事業認可まで平均 6年 7ヶ月，事業完


















たことがこの新規法 (第 4次沖振法第 7章) の新規であったところである。
ともかく，こうして議員立法である軍転法の一部規定が内閣法の沖振新法の下に取り込まれ
た。同年期限を迎える軍転法自体の単純延長がこの新法の付則に規定され，この新規の沖振法






語る。(「土地連 50 年のあゆみ」p. 229)
復帰特別措置法
また，「復帰特別措置法」という紛らわしい名称の沖縄振興のための特別措置に関する法律















第二幕 “第 4次”振計 (2002-2011) から 2012 年以後：
｢嘉手納飛行場以南」





























きかを自ら問うたのである。この構想を 2011 年度で期限切れとなる沖振計の後身 (“第 5 次”
相当の振興計画 2012-2021) に刷り込むべく県知事の諮問機関「県振興審議会」に諮った。そ

















































































当初，20 年展望の長期計画として答申されたこの「21 世紀ビジョン基本計画」は，2012 年
度から，他の自治体が 5 年毎に行うところを 10 年毎に前半，後半とに分けるものと改定され
















































































































沖縄県は“第 4 次”振計の期限切れ (2011 年) を控えて次なる振興策の準備を始めたこと
はすでに述べた。2010 年，内閣府の沖縄振興予算は 3千億円規模 (国の直轄事業分を含む単
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年度ベース) の補助金が必要であり，これを「沖縄振興一括交付金」として，今後 10 年間そ
の全額の使途を県の自由裁量にするよう，つまり一般財源化を要求した。因みに，従来の沖振






























振興に向けて，その初年度にあたる 2012 年度の予算案 (内閣府所管) は 2937億円，うち自由
裁量分としての一括交付金は 1575億円を民主党政権は計上した。(琉球新聞，12/25/2011) 再び











次いでながら，政権交代を果たした自民党政府による 2014 年度の沖縄振興予算案は 3460億
円 (うち一括交付金は 1758億円，内訳はソフト事業が 826億円，ハード事業が 932億円) で
あり，これは県の要求を 52億円も上回った。(琉球新聞，12/21/2013) すなわち 3年連続で県要
求の 3000億円規模を認めたのである。また，沖縄県の自立型経済発展を左右するものとして
2001 年に国に県がフォーマルに要望した那覇空港の平行滑走路増設 (琉球新報，7/12/2001 自
民党政調会沖縄振興委員会は 1999 年すでにその実現可能性について調査費をつけることを検討していた。


































803億円のソフト事業費は，2012 年度に関しては，県が従来の事業費分 (200億円) を除いた
分を県と市町村とで 5 対 5 の比率で分けることとなった。(琉球新報，2/5/2012) 市町村分につ
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